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１ 局の改正 
 

（１） 経済局を産業観光局に名称変更 
 

本市の将来都市像である「経済・交流都市」の実現に向け、地域経済の成長エン

ジンとして期待される「観光」を重要政策に位置付けることを明確にし、積極的に施

策を推進するため、経済局を産業観光局に名称変更します。 

 

２ 課等の改正                                       

 

（１） 総合計画課を廃止 ―総合計画策定に伴う組織の廃止― 
 

総合計画の策定に伴い、総合計画課を廃止します。策定後の進行管理は、全庁

的な政策立案と合わせて政策企画課において行います。 

 

（２） 事業政策課を設置 ―事業政策推進体制の強化― 
 

中心市街地の活性化、中山間地域の振興など事業政策の推進体制を強化するた

め、政策企画課の地域政策部門を分離し、事業政策課を設置します。 

 

（３） 収納課の係を再編 ―収納部門の効率化及び滞納整理部門の体制強化― 
 

収納部門の効率化により、収納整理係に収納対策係を統合します。滞納整理部

門の体制強化のため、新たに滞納整理第 4 係を設置します。 

 

（４） 生活安全課内に斎場整備推進室を設置 ―斎場整備事業推進体制の強化― 
 

複数の斎場整備事業を着実に推進するため、生活安全課内に斎場整備推進室

を設置します。 

 

（５） 地域包括ケア推進課に介護保険の総合事業に関する業務等を集約 

  ―地域包括ケアシステム構築推進体制の強化― 
 

地域包括ケアシステムの構築を推進するため、地域包括ケア推進課に介護保険

の総合事業に関する業務等を集約し、高齢者福祉課の介護予防・認知症係を廃止

します。 
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（６） 事業者指導課の係を再編  ―事業者指導業務推進体制の再編― 
 

より効率的・効果的な業務推進体制とするため、事業者指導課の地域密着事業

者係と訪問通所事業者係を、通所事業者係と訪問居宅事業者係に再編します。 

 

（７） ごみに関する総合窓口の設置 ―ごみに関する受付や相談等の体制強化― 
 

市民の利便性向上のため、各区役所に、ごみに関する受付や相談等の総合窓口

を環境局直轄で設置することに伴い、環境事業課の指導対策係を廃止します。 

 

（８） 観光コンベンション推進課の係を再編 ―プロモーション推進体制の強化― 
 

戦略的なプロモーションにより都市ブランドを確立していくため、観光コンベンショ

ン推進課の企画振興係と施設係を観光振興係とプロモーション推進係に再編しま

す。 

 

（９）  都市整備局と区役所の土木部門を再編 ―土木事業推進体制の再編― 
 

大規模事業や橋梁等の長寿命化対策等を効率的・効果的に推進するとともに、

地域に密着した事業を着実に進めるため、都市整備局と区役所の土木部門を機能

別に再編します。 

・ 都市整備局に西部幹線道路建設課、東部幹線道路建設課、道路予防保全課

を設置し、東区役所から美作岡山道路建設事務所を移管 

・ 区役所建設課及び維持管理課を統合し、地域整備課を設置 

 

（１０） 建築指導課内に空家対策推進室を設置 ―空家対策推進体制の強化― 
 

窓口を一元化するとともに、業務を効率的・効果的に推進するため、建築指導課と

住宅課の空家対策部門を統合し、建築指導課内に空家対策推進室を設置します。 

 

（１１） 下水道河川局の再編 ―下水道事業推進体制の再編― 

岡山市下水道事業経営計画を効率的・効果的に推進するため、組織の再編を行

います。 

・ 西部建設課と東部建設課を統合再編し、下水道施設整備課と下水道管路整備

課を設置 

・ 下水道保全課を再編し、再整備係、設備係、管路係、北部下水道事務所、瀬戸

下水道事務所を設置 

・ 下水道施設管理課の東部管理第１係と東部管理第２係を統合し、東部管理係

を設置 

・ 営業課を下水道営業課に名称変更 
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（１２） 消防局予防課予防係を予防課火災調査係に名称変更  

―火災予防・調査体制の強化― 
 

火災予防と調査を一体的に行う体制を整備し、機能強化を図るため、予防課予防

係を予防課火災調査係に名称変更します。 

 

（１３） 西消防署吉備津出張所を西消防署高松出張所に名称変更 

―出張所の移転に伴う名称変更― 
 

出張所の移転に伴い、岡山市西消防署吉備津出張所を岡山市西消防署高松出

張所に名称変更します。 

 

（１４） 教育委員会の人事・給与に関する執行体制を再編 

―移譲事務執行体制等の整備― 
 

平成 29 年度から県費負担教職員の給与事務等が県から移譲されることに伴い、

人事・給与に関する執行体制を再編整備します。 

学事課を教職員課と教育給与課に分割し、人事財務課を教育企画総務課に統   

合します。 
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３ 行政組織数 

 H28.4.1とH29.4.1間の増減   

 

 

 

 

区  分 組    織    数 

局相当 室相当 課相当 課内室相当 係相当 

市長事務部局 15 
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137→136 

(-1) 

56→58 

(+2) 

304→300 

(-4) 

 

 
本庁等 

11 

 

5 

 

111→115 

(+4) 

30→32 

(+2) 

234→237 

(+3) 

 区役所 
4 

 
 

26→21 

(-5) 

26 

 

70→63 

(-7) 

消防局 1 

 
 

11 

 

1 

 

64 

 

水道局 1 

 
 

13 

 

1 

 

42 

 

市場事業部  
1 

 
   

教育委員会事務局 
1 

 
 

13 

 

5 

 

17 

 

選挙管理委員会事務局 
1 

 
 

4 

 
  

人事委員会事務局  
1 

 
  

2 

 

監査事務局 
1 

 
    

農業委員会事務局  
2 

 
   

議会事務局 
1 
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合  計 21→21 

(0) 

9→9 

(0) 

181→180 

(-1) 

63→65 

(+2) 

435→431 

(-4) 


